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参加者の皆さんから事前にいただいた問題意識等①

トラック物流の２０２４年問題に対する問題意識、解決に必要な対策として思われる
ものは。

トラック事業者の皆さんから
●荷主企業殿の協力は不可欠

●商売上強い立場にある着荷主が発注リードタイムを長くする、着時間の厳格化緩和を進めないとこの問
題の最終解決にならないと考えます。

●運賃水準を上げて利益を確保できる体質を作ることが重要

●燃料サーチャージの荷主の理解、協力、政府の補助、二重徴税の廃止。

●高速道路の事業用自動車への使用料軽減措置

●国からの規制。弱い立場の小規模事業者の負担が大きい。国は運送事業者に規制を掛ける前に、先ずは、
荷主に規制を掛けてほしい。標準化運賃もお願いベースでは意味ない。運賃が上がれば自ずと、長距離
も走らないしドライバーも休みが増える。企業が安定しないと、従業員も安定などするわけが無い。

●稼働時間の厳守が必須であると認識している。荷待ち時間が減少できればクリアできる部分もあるが、
専用道の使用が増える事も想定され、経費増の懸念がある。

●魅力（労働環境、賃金）のある職種として認知される事

●運送事業者の規制緩和条件を少し厳しくする。

●荷卸し荷積み待ちの待機時間の解消
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参加者の皆さんから事前にいただいた問題意識等②

トラック物流の２０２４年問題に対する問題意識、解決に必要な対策として思われる
ものは。

元請事業者の皆さんから

●物流が止まってしまう危機感を各荷主に広く認識して頂く事。

●標準的な運賃、またはタリフ運賃の収受が必要不可欠

●荷主側の標準運賃への理解と、パレットやフレコンなど、荷役の省力化への理解。またそれにあたって
の国の補助。

●運送会社は運賃値上げを成功させたとしてもドライバーへの還元に回さない可能性もあるので、その点
も着目していただきたい。

●休憩・休息に係るインフラ整備が必要

●荷主が社名を公表するだけでは、当たり前になると社会的影響も薄まります。指標（段階）をつくり、
協調（協力）する仕組みづくりが必須。（例）法人税での対応など、罰則。運送業者に対しての罰則
（禁固、罰金）だけではなく、協力しない荷主（企業）への罰則も必要と考えます。

●法令を守らない業者（荷主、運送業者含め）に対する指導を強化することが必要だと感じます

その他の皆さんから

●改善基準に関しては、休息を伴う運行をする事業者にデジタコの導入が必須
●最低運賃の設定
●そもそも「問題」ではない。ドライバーの労働環境をよくするためのチャンスであることを国民に広く
知らしめる。
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「トラックＧメン」について感じる印象、期待・ご不安など。

トラック運送事業者の皆さんから
●どのような動きをされるのか知りたい。

●何を監視するのか、監視した対象物に対してどのような指導・強制力を持って対応するのかがあまり見
えてこない。

●どのような情報をもとに調査にはいるのか

●荷主、運送業者、納品先に忖度無しで厳しく取り組んでいただきたい。

●運送業界とその関係性が深い荷主に対して監視の目が届くことは喜ばしい。

●荷主対策に期待。●適正な運賃収受

荷主・元請事業者の皆さんから
●現在までは、荷主に対して料金値上げ等申し入れを行いにくい環境であったが、今回の取組みで更に標
準的運賃を収受出来るような環境作りを期待します。

●元受業者としての責任がありますが、荷主から適正な料金を頂けないことには下請けへの支払いができ
ず、業務が継続できません。

●発着荷主の改善意識醸成を期待する

●建前の情報収集による分析という、デスクワークではなく、その情報をもって如何に政策に置き換え、
変えることができるルール（罰則を含めた）にまで持って行ける権限を保有していることを期待してい
る。

その他の皆さんから（労働組合等の皆さん）

●国が荷主に対して動いてくれる期待がある一方、本当に機能しているのか不安もある。
●兼務でGメンをされる方の労働環境が正直心配

参加者の皆さんから事前にいただいた問題意識等③
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トラックＧメンとは



トラックＧメンとは

トラックＧメンは、

「トラック運送事業者を取り締まる存在」

ではありません。
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トラックＧメンとは、

トラック運送事業者の立場に立ち、

トラック運送事業者を対象とした

違反原因行為の疑いのある荷主・元請事業者に対する

２０２４年問題の解決を目指すための専門部隊です。

「プッシュ型の（積極的な）情報収集」と

「働きかけ」や「要請」等により、
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トラックＧメンとは

適正運賃の収受や労働環境の改善を実現し、



トラックＧメンの組織・体制

トラックＧメンは、国土交通省職員(国家公務
員)の中から任命されるものです。
令和5年7月21日（金）に創設され、全国で
162名、中国運輸局では13名が任命されてい
ます。 (本局3名、支局各2名)
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トラックＧメンポータルサイト（国交省ＨＰ）
https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000116.html

内容は順次更新されていきます。



トラックGメンの設置による荷主・元請事業者への監視体制の強化
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違反原因行為とは



違反原因行為とは

違反原因行為とは、

トラックの法令違反の原因となるおそれのある、

以下のような行為を指します。
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こういうものも違反原因行為となりえます（優越的地位の濫用）

運賃・料金の交渉に応じず、不当に低廉
に据置くこと

○ 個別の運送内容等を考慮せずに、一律一定率の引下げ
をして、通常支払われる運賃より低い運賃にすること
○ 運送委託者が、自らの目標額、予算等を基準として、
通常支払われる運賃より低い運賃に、一方的に設定する
こと
○ 軽油価格の高騰、多頻度輸送、長距離輸送、手待ち時
間の発生等輸送条件が変化したにもかかわらず、それら
を一切考慮しないで、通常支払われる運賃より低い運賃
に据え置くこと
○ 特定の運送受託者を差別的に取り扱い、他の運送受託
者より低い運賃を設定すること
○ 同種の運送役務について、特定の地域又は顧客向けで
あることを理由に、通常支払われる運賃より低い運賃を
設定すること

○ 運送委託者は、運送受託者の運転手等に依頼し、契約で定
められていない業務（発荷主・着荷主の倉庫内荷役、ピッキ
ング、仕分け、清掃、検査・検収、ラベル貼り等）について、
無償で実施させること（契約外の無償による附帯業務）
○ 運送受託者に対し、当該運送受託者に委託した取引とは関
係のない貨物の積み下ろし作業をさせること

契約にない付帯業務を行わせ、料金を支
払わないこと

付帯業務の例
●倉庫内の棚に貨物を入れる。
●運送終了後の貨物を方面別等に分ける。
●貨物に値札などのラベルを貼る。
●積み下ろし場所から貨物を移動させる。
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トラックＧメンによる働きかけ



働きかけが行われるまで

「働きかけ文書発出とともにヒアリングを実施する場合は、主に以下の流れに沿って実施
長時間の荷待ち、運賃・料金の不当な据置き、過積載の指示等、違反原因行為の事実確認
違反原因行為が事実の場合、早急の解消に向けた改善計画の作成・提出
改善計画には、違反原因行為の解消に必要な期間を設定（改善期間：概ね3か月程度）
取組の確実な実施を指示するとともに、進捗状況や改善効果等を定期的にヒアリングや提出データ等で確認し、フォローアップ（違
反原因行為の解消が確認できるまで）
当該荷主が扱う貨物を所掌する関係省庁（経産省、農水省等）と連携してヒアリングを実施

これまでの実績（令和５年8月末までの累計）：働きかけ⇒142件、要請⇒5件
16

違反原因行為
の情報を入手

国土交通省
にて情報確認

疑いのある
荷主へ連絡

ヒアリング
実施

荷主都合による長時
間の荷待ちで、拘束
時間が守れない
契約にない附帯作業
の強要 等

投稿情報等を整理の
上、荷主に接触
関係省庁と情報共有
ヒアリング準備 等

支店等への違反原因
行為の事実確認
国への報告書作成
社内調整 等

働きかけ文書の手交
違反原因行為の事実確認
改善計画の作成、早急な
取組の実施を指示
その後のFUを伝達 等

関係省庁も同席荷主の本社へ連絡

貨物自動車運送事業法に基づく「働きかけ」

働きかけ
文書発出

働きかけ
文書発出

＆
ヒアリング

目安箱へ
の投稿

Ｇメンに
よる調査



働きかけを契機に改善が行われた例

・入庫混雑時間帯の分散や荷受け開始時間の前倒し、仮置きスペースの確保を実施
⇒長時間の荷待ち状況が大幅に改善。（着荷主が対応）
・専用バースの確保、荷受・仕分要員の配置、到着時間の設定(17:00の定着化)
⇒平均滞在時間が「30分未満」まで大幅改善（元請運送事業者が対応）

○長時間の荷待ち解消

○依頼(契約)になかった附帯作業

・作業範囲、運送料金、作業附帯料金をそれぞれ分けて契約を締結
（元請運送事業者が対応）

○適正取引における運賃・料金等の不当な据置き

・燃料サーチャージ全額支払、トラッシュ比率分差引きを廃止（真荷主事業者が対応）

○過積載運行の要求
・協力会社と調整を図り、一部４ｔ車両から大型車両へ変更（元請運送事業者が対応）
・積荷重量を把握できる配車システムを構築（元請運送事業者が対応）
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働きかけの実施事例



働きかけの実施事例①

19

①(食品物流会社・着荷主) ～東北、近畿、九州運輸局管内
《相談者からの申告内容》
● 午前中指定納品のため、午前中に現地到着するも、荷卸し開始が13時
(15時もあり)とは理不尽過ぎる。

● いつ行っても待機時間が長すぎる。繁忙期には午前7時に受付をして午後
８時になってもまだ降ろせず、降ろせる見込みもないことから、荷物を持ち
帰ったこともあった。

～ これを受けてヒアリングを実施し、事実を確認。⇒以下の対策を着荷主側が実施。
○ 一部運用にとどまっていた「トラック予約システム」を全車両に拡大
○ 入庫作業バースの拡張と荷卸し時間の拡大（荷卸し開始時間を1時間前倒し）

②(製紙卸会社・発荷主) ～東北、中国運輸局管内
《相談者からの申告内容》
● 朝に受付しても、伝票発行が早くて15時。遅い時では18時の場合もあり。
● 配送先決定、伝票発行が遅いため、積込み開始も遅くなり、5時間以上の待機が発生。
～ これを受けてヒアリングを実施し、事実を確認。⇒以下の対策を発荷主側が実施。
○ 積込み用バースの見直し(増加)を実施
○ 場外倉庫に積荷のバーコードの読み込みシステムを導入(工場へ戻る時間の削減に寄与)
○ 新たな倉庫建設による横持ち移動時間の削減も検討

○違反原因行為：長時間の荷待ち



働きかけの実施事例①
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④(運送事業者・元請、鉄鋼品取扱会社・発荷主) ～中国運輸局管内〈R4,8月追記〉
《相談者からの申告内容》
● 待機することが当たり前の状態であり、荷主等もそれを当たり前のことと思っている節あり。
～ これを受けてヒアリングを実施し、事実を確認。⇒以下の対策を元請・発荷主側が実施。
○ 積込ヤードの厳格管理（空きヤードへの誘導等）、検品作業へのハンディターミナルの全面導入
〇 協力会社、乗務員から率直な意見を吸い上げる『目安箱』の設置、長時間荷待ち是正等に向けた各種取
組を紹介する情報誌の所内掲示、定期的な協力会社ヒアリングの実施による情報共有を早急に実施

〇 ドライバーの入構時間を正確に管理するためのシステム導入に向けた検討をスタート

③(運送事業者・元請) ～中部運輸局管内〈R4,8月追記〉
《相談者からの申告内容》
●日曜祭日以外は、3時間以上待たされる。夕方18時に到着して荷卸しは早くて21時。
●荷卸しの受付をして、毎回6～8時間待たされる。2件目の卸し時間に間に合わせるために途中休憩が取れない。
～ これを受けてヒアリングを実施し、事実を確認。⇒以下の対策を元請側が実施。
○ 専用バースの確保、荷受・仕分要員の配置、到着時間の設定(17:00の定着化)の対策を実施した結果、
平均滞在時間が「30分未満」まで大幅改善

○違反原因行為：長時間の荷待ち



働きかけの実施事例①
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⑥(日用品販売会社・着荷主) ～関東運輸局管内
《相談者からの申告内容》
● 平均５時間は待機させられる。
● 労働環境の悪化が著しく、時間管理もできない。
～ これを受けてヒアリングを実施し、事実を確認。⇒以下の対策を着荷主側が実施。
○ 入庫混雑時間帯の分散や荷受け開始時間の前倒し、仮置きスペースの確保を実施
○ 長時間の荷待ち状況が大幅に改善。これまでの取組の効果を分析し、今後他施設でも実施予定

⑤(精密機器製造会社・着荷主) ～関東運輸局管内〈R5,1月追記〉
《相談者からの申告内容》
● 荷卸し受付後、最大４～５時間の待機が結構ある。
● 順番も受付順ではなく地方便が優先となっているが、優先順位の説明もない。
～ これを受けてヒアリングを実施し、事実を確認。⇒以下の対策を着荷主側が実施。
○ 早朝時間帯以外への車両の分散化として一部時間指定を導入する対策を実施
○ 荷卸しレーンを増加(2レーン→３レーンへ)し、荷卸し能力を強化
○ 一部貨物を他の倉庫宛に移し、納入トラック台数を削減する対策を実施

○違反原因行為：長時間の荷待ち



働きかけの実施事例②
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①(運送事業者・元請) ～中部運輸局管内
《相談者からの申告内容》
● 荷台の天井まで、物理的に積めることができるところまで荷物を積まされる。
～ これを受けてヒアリングを実施し、事実を確認。⇒以下の対策を元請側が実施。
○ 協力会社と調整を図り、一部４ｔ車両から大型車両へ変更
○ 積荷重量を把握できる配車システムを構築し、協力会社と連携し、重量の分散化を実施
○ 同種事案の防止として、社内幹部会議において情報を共有、その後、社内全体へ迅速に情報展開

○違反原因行為：過積載運行の要求



働きかけの実施事例②
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②(運送事業者・元請) ～近畿運輸局管内
《相談者からの申告内容》
● 運送内容を規定する正式な契約書をもらえていない。
● 仕分け作業料、積込料の負担をお願いしているが、支払ってもらえない。
～ これを受けてヒアリングを実施し、事実を確認。⇒以下の対策を元請側が実施。
○ 協力会社と個別に協議を開始。作業範囲、運送料金、作業附帯料金をそれぞれ分けて契約を締結し、契約内
容の「見える化」を実施中

○ 契約締結にあたり、チェックシートを用いて各社の法令遵守にかかる状況を再確認するなど、輸送の安全の確保
に対する取組も合わせて措置

○違反原因行為：依頼(契約)になかった附帯作業

①(食品製造卸会社・真荷主、運送事業者・元請) ～関東、近畿、四国、北陸信越運輸局管内
《相談者からの申告内容》
● 積荷の手卸し後、積荷の仕分けとラベル貼りまで、2～3時間かけてやらされるところもある。
● 卸先に仕分作業を止めてもらうよう、会社からお願いしても「メーカーに相談してくれ」と言われ、メーカーに交渉して
も、「前の運送事業者もやっていた」と一切取り合ってもらえない。

～ これを受けてヒアリングを実施し、事実を確認。⇒以下の対策を真荷主・元請側が実施。
○ 真荷主及び元請から、附帯作業の撤廃について申入れを実施し、了承



働きかけの実施事例②
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②(食品物流会社・発荷主) ～関東運輸局管内
《相談者からの申告内容》
● 大雪警報が発令されているにもかかわらず、配送を依頼された。
～ これを受けてヒアリングを実施し、事実を確認。
⇒以下の対策を発荷主側が実施。
○ 災害時の対応マニュアルの見直しを行い、配送先とも連携し、ドライバー
の安全を最優先とした対応を行うことを改めて徹底

○ 予め荒天が予想される場合、運送事業者の判断による運行の中止について、配送先と連携し検討

○違反原因行為：拘束時間超過

①(食品物流会社・発荷主) ～関東運輸局管内
《相談者からの申告内容》
● 積込み先に到着しても荷揃え作業が終わっておらず、配送全体が遅くなり、拘束時間が守れない。
～ これを受けてヒアリングを実施し、事実を確認。⇒以下の対策を発荷主側が実施。
○ 物流機器(ソータシステム等)を導入し、仕分け作業のスピードアップ化を実施
○ 運送事業者と連携し、小口ロッドの配送を集約配送し、配送車両の削減を検討

○違反原因行為：異常気象時の運行指示



働きかけの実施事例②

25

②(農産品取扱企業・元請) ～東北運輸局管内 〈R4,10月追記〉
《相談者からの申告内容》
● 燃料サーチャージについて交渉しても、なかなか結論を出してもらえない。
～ これを受けてヒアリングを実施し、事実を確認。⇒以下の対策を元請側が実施。
○ 元請と真荷主が速やかに協議し、燃料サーチャージを導入することでスピード決着
〇 運賃についても、関係者間で、価格改定を行うことで合意

○違反原因行為：適正取引における運賃・料金等の不当な据置き

①(農産品取扱企業・真荷主) ～九州運輸局管内 〈R4,10月追記〉
《相談者からの申告内容》
●運賃や燃料サーチャージについて交渉しても、応じてもらえない。
～ これを受けてヒアリングを実施し、事実を確認。
⇒以下の対策を真荷主側が実施。
○ 燃料サーチャージについては、全額支払うことで運送事業者と契約
締結

○ 運賃については、これまで「トラッシュの比率分」を差し引いた積荷
料金の支払いであったところ、トラッシュを含むすべての輸送重量に
対して積荷料金を支払うことで合意



要請の実施事例



要請の実施事例①
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①(製造業・発荷主) ～中部運輸局管内
〇 令和3年1月に「働きかけ」、令和４年８月に「要請」を実施
《「働きかけ」後の相談者からの申告内容》
● 昼過ぎから待機しているが、夕方１８時ころの積込になるのが常。
● 積込待ちがかなり長くて、お昼に受付しても夜７時になる。
～ 国土交通省において調査を実施し、情報との整合性を確認
〇 発荷主において、改善計画に基づいた各種取組（「入構時間の指定」「出荷口の増設」「搬送先付近の倉
庫を『中継地点』として活用」など）を実施した結果、 「1時間以上の待機台数比率」は大幅改善。
引き続き、業界及び客先に対する「オーダーの早期化」への働きかけの強化を継続

②(倉庫業・発着荷主) ～関東運輸局管内
〇令和４年７月に「働きかけ」、令和５年２月に「要請」を実施
《「働きかけ」後の相談者からの申告内容》
● 受付後、2時間半以上荷待ちがあり、現在も待っている。
● 朝8時過ぎに受付したにも関わらず、12時現在も呼ばれない。
～ 国土交通省において調査を実施し、情報との整合性を確認
〇業務体制として、「積卸時間(～14:00)」と「積込時間(14：00～)」とを分けており、積卸時間帯には積込み
はできない状況であったところ、体制の変更を含め、改めて改善計画の策定に着手

○違反原因行為：長時間の荷待ち



要請の実施事例②
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③(製造業・発荷主) ～四国運輸局管内
〇 令和５年5月に「要請」を実施
《相談者からの申告内容》～国土交通省及び関係省庁に対する情報
● 待ち時間が長く、待たされることが多い。
● 午前10時に受付をして、5時間待たされ積込の連絡がきた。
～ これを受けてヒアリングを実施し、事実を確認。⇒以下の対策を発荷主側が継続実施、及び実施予定。
○ 在庫管理の見直しによる、積込箇所の削減・集約
○ 積込時間の指定、明確化
○ パレット輸送の導入拡大、荷役・倉庫人員の増員

○違反原因行為：長時間の荷待ち

○違反原因行為：過積載運行の指示
①(運送業（元請）) ～関東運輸局管内
《相談者からの申告内容》～関東運輸局管内
● 軽貨物車による飲料水配送において、委託を受けている荷量を運ぶために過積載となっていることを相談したが、
対応してもらえない。（この他、複数の違反原因行為にかかる情報あり）。

～ 令和４年１0月、「働きかけ」を実施 ⇒ 申告内容の事実確認とともに、改善計画の作成に着手
《相談者からの申告内容》～近畿運輸局管内
●過積載とわかっていながらトラックに荷物を積むように強要してくる。過積載である旨を忠告しても聞いてもらえない。
～ 令和4年11月、「要請」を実施⇒ 申告内容の事実確認とともに、当該違反原因行為の防止に向けた全社レベ

ルの対策強化について着手



トラックＧメンによるプッシュ型情報収集



プッシュ型情報収集とは①

トラックＧメンによる

電話聴取や訪問などにより、

積極的に情報収集するものです。
30

違反原因行為の疑いのある荷主等の情報を

プッシュ型情報収集とは、



プッシュ型情報収集とは②

そのほか、

31

荷主の支店、荷捌き場周辺などへの

違反原因行為をしている疑いのある

パトロール（現場の状況確認）や、



プッシュ型情報収集とは③

以下のような各種フォローアップ調査

● 荷主の違反原因行為を投稿してきたトラック事業者への

フォローアップ調査

● 目安箱(国交省ＨＰ)に寄せられた投稿情報のフォローアップ

調査

● 「働きかけ」や「要請」を実施済の荷主等について、再度

同種の違反原因行為をしている疑いがある場合、情報提供元

であるトラック事業者へのフォローアップ調査

32

を行います。



プッシュ型情報収集（まとめ）

トラックＧメンによるプッシュ型情報収集

①電話聴取や訪問などによる、違反原因行為の疑いの
ある荷主情報の積極的収集

②違反原因行為をしている疑いのある荷主等の支店、
荷捌き場周辺などへのパトロール(現場の状況確認)

③各種フォローアップ調査
●荷主の違反原因行為を投稿してきたトラック事業者へのフォローアップ調査
●目安箱(国交省ＨＰ)に寄せられた投稿情報のフォローアップ調査
●「働きかけ」や「要請」を実施済の荷主等について、再度同種の違反原因行為
をしている疑いがある場合、情報提供元であるトラック事業者へのフォローア
ップ調査
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パトロールの際の配布物
（表） （裏）
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トラック運送事業者向け周知用チラシ
（表） （裏）
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地方貨物自動車運送適正化事業実施機関との連携

地方実施機関の巡回指導の際も、

違法原因行為の疑いのある荷主情報のご提供は
可能です。

プッシュ型情報収集については、

地方貨物自動車運送適正化事業実施機関

（以下「地方実施機関」）と連携を図ることと
しています。

いただいた情報は国土交通省に共有されますの
で、積極的にご協力ください。
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国土交通省では、「働きかけ」の端緒とするため、長時間の荷待ち、契約にない附帯業務の強要などの違反原因行為を
行っているおそれのある荷主情報を、インターネットなども活用して、積極的に収集しています。

国交省 トラック 目安箱 ▼

（アクセス方法）

（入力フォーム［一部］）

クリック クリック

※トラック協会等のHPでも「目安箱」としてリンクが紹介されている例もあります。

入力フォームへ

国土交通省では現在、全トラック事業者を対象とした同内容の書面調査を実施しています。是非ご協力ください。 37

（輸送・荷待ち・荷役などに関する輸送実態把握のための意見等の募集について）

目安箱への投稿



標準的な運賃



標準的な運賃設定における考え方

2024年4月以降、トラック事業者にまともな条件を提示できない荷主
の荷物は運ばれなくなる。という事態を避ける必要がある。

標準的な運賃の負担は、荷主にとって厳しいものかもしれないが、運
賃・料金以外で削減できるコストはあるはず。

トラック事業者は、長い間荷主のコスト削減のしわ寄せを一方的に受
けてきた。

標準的な運賃は、トラック運転者の待遇改善のため、実走行コストを
基にした収受すべき運賃。

令和２年 標準的な運賃に係る説明会

国土交通省自動車局貨物課長説明より

物流コストの削減圧力がトラック事業者にのみかかるということがあ
ってはいけない。

これを機会として、荷主はトラック事業者とともに、物流の効率化を
進めていただく必要がある。
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標準的な運賃

40
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「標準的な運賃」の算出に係る考え方



標準的な運賃の例 （中国運輸局ブロック）
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種別
小型車
（2tクラス）

中型車
（4tクラス）

大型車
（10tクラス）

トレーラー
（20tクラス）

基
礎
額

８時間制

基礎走行キロ
小型車は100km
小型車以外のも
の 130km

32,420 38,640 49,950 62,950

４時間制

基礎走行キロ
小型車は50km
小型車以外のもの
60km

19,450 23,180 29,970 37,770

加
算
額

基礎走行キロを超える場
合は、10kmを増すごとに 280 340 510 710

基礎作業時間を超える場合は、
１時間を増すごとに（４時間制
の場合であって、午前から午後
にわたる場合は、正午から起
算した時間により加算額を計
算する。）

3,020 3,160 3,390 4,000

Ⅰ 距離制運賃表 Ⅱ 時間制運賃表
（単位：千円） （単位：千円）

Ⅲ 運賃割増率
【特殊車両割増】 冷蔵車・冷凍車 ２割
【 休 日 割 増 】 日曜祝祭日に運送した距離に限る ２割
【深夜・早朝割増】午後10時から午前５時までに運送した距離 ２割
Ⅳ 待機時間料 30分を超える場合において30分までごとに発生する金額
小型…1,670円、中型…1,750円、大型…1,870円、トレーラー…2,220円
Ⅴ 積込料、取卸料、附帯業務料
積込み、取卸しその他附帯業務を行った場合には、運賃とは別に料金として収受
Ⅵ 実費
有料道路利用料、フェリー利用料その他の費用が発生した場合には、運賃とは別
に実費として収受
Ⅶ 燃料サーチャージ 別に定めるところにより収受
Ⅷ その他
この告示に定めるもののほか、この告示の施行に関し必要な事項は、別に定める。



今後の課題：実勢運賃との整合
〇標準的な運賃は、トラック運転者の待遇改善のため、実走行コストを基にした収受すべき運
賃のため、元請事業者は下請事業者が標準的な運賃を収受できるような運賃を設定のうえ、
荷主から収受する必要がある。

中国ブロックは全体で８割を超えており、日本で２番目に届出割合が高い地域となっている。
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支局名 事業者数 届出件数 割合

鳥取 302 262 86.8%
島根 375 334 88.8%
岡山 1,148 897 78.1%
広島 1,509 1,231 81.6%
山口 627 548 87.4%
中国計 3,961 3,272 82.6%
全国計 56,990 32,760 57.5％

「標準的な運賃」の届け出状況 （令和５年８月３１日現在）



標準的な運賃・標準運送約款の見直しに向けた検討会
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検討会の主な論点

論点①

論点②

論点③

論点④

論点⑤

燃料価格等の高騰の状況を踏まえ、「標準的な運賃」の運賃表を見直すべき
ではないか

荷待ち・荷役作業等の輸送以外のサービスの対価について、標準的な水準
を示すべきではないか

下請けに発注する際の手数料について、標準的な水準を示すべきではないか

積載率の向上に資するような運賃・料金を設定できないか

その他見直すべき事項は何か（特殊車両割増等）
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2024年問題の背景及びその対策（政策）



時間外労働の上限規制が設定された理由

そもそも何故、歩合制賃金等

⇒長時間労働で、健康障害リスクがある
トラックドライバーの労働環境を改善し
ないと、将来なり手がいなくなるから。

時間外労働の上限規制が設定されたのか？

実現には商慣行改善が必要。そのためには
、発着荷主の協力、業界・企業の枠を超え
た取組みが必要。

働き方が特殊なトラックドライバーに、
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働き方改革関連法で必要性明記（法案提出理由）

時間外労働の上限規制設定の経緯

労働政策審議会にて必要性確認
・人口減少社会において、誰でも働ける環境を整える必要がある。

・しかし日本の現状は長時間労働者が多く、健康の確保や仕事と家庭生活の両立が困難。

・「過労死ゼロ」、女性や高齢者が働きやすい社会の実現のため、長時間労働是正が必要。

労働政策審議会労働条件分科会での議論
・運輸・郵便業は他産業に比べ週労働時間60時間以上の雇用者の割合が特に高い。
・収入を確保しするために長時間労働によって収入を確保しようとする労働者がいるのも現状。

・しかし労働者が入ってきやすい業界の環境を労使双方でつくり上げる必要がある。

・鍵を握るのは商慣行の改善。課題の解決に向けて、業界・企業の枠を超えた協力が不可欠。

・荷主企業の協力といった全体の対策も含めた取組が改善基準告示の遵守につながる。

労働者がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を実現する働き方改革を推進す

るため時間外労働の限度時間の設定（略）等措置を講じる必要がある。
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自動車運送事業における時間外労働規制の見直し

平成30年６月改正の「働き方改革関連法」に基づき、自動車の運転業務の時間外労働について
も、法施行（平成31年４月）の５年後（令和６年４月1日）より、年960時間（休日労働含ま
ず）の上限規制が適用される。併せて、厚生労働省がトラックドライバーの拘束時間を定めた 「改善
基準告示」 （貨物自動車運送事業法に基づく行政処分の対象）により、拘束時間、運転時間等
が強化される。

現 行 改正後（令和6年4月～）

時間外労働規制
（労働基準法） な し 960時間

(原則、年720時間)

拘束時間
（労働時間＋休憩時間）
（改善基準告示）

【1日あたり】
・ 原則13時間以内、最大16時間以内
※15時間超は1週間２回以内

【1ヶ月あたり】
原則、293時間以内。
ただし、労使協定により、年3,516時間を超
えない範囲内で、320時間まで延長可。

【1日あたり】
・ 原則13時間以内、最大15時間以内。
・ 長距離運行は週2回まで16時間
※14時間超は1週間2回以内

【1ヶ月あたり】
原則、年3,300時間、284時間以内。
ただし、労使協定により、年3,400時間を超
えない範囲内で、310時間まで延長可。

〇主な改正内容
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労働時間規制等による物流への影響
○ 具体的な対応を行わなかった場合、2024年度には輸送能力が約14%（4億トン相当）不足する可能性。
○ その後も対応を行わなかった場合、2030年度には輸送能力が約34%（9億トン相当）不足する可能性。
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貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（議員立法）の概要（令和５年法律第６２号）

改正の概要

荷主対策の深度化

トラック事業者の法令遵守に係る国土交通大臣による荷主への働きかけや要請

等の規定

標準的な運賃

運転者の労働条件を改善し、持続的に事業を運営するための参考指標としての

「標準的な運賃」制度（令和２年４月告示） ⇒セミナーや各種協議会による周知・浸透

【時間外労働規制が適用される（令和６年３月）までの時限措置】

働きかけ 要 請 勧告・公表

違反原因行為を荷主がしている
疑いがあると認められる場合

荷主が違反原因行為をしていること
を疑う相当な理由がある場合

要請してもなお改善
されない場合

現行

改正後 上記について「当分の間」の措置とする

【成立：令和５年６月１４日、公布・施行 ： 令和５年６月１６日】

43.2%

12.2%
12.2%

12.2%

10.1%

7.9%

2.2% 長時間の荷待ち

依頼になかった附帯業務

運賃・料金の不当な据置き

過積載運行の要求

無理な配送依頼

拘束時間超過

異常気象時の運行指示

「働きかけ」等の実施件数 (令和元年7月からの累計)

要 請： 5件 ⇒ 5件
働きかけ： 85件 ⇒ 142件

違反原因行為の割合

令和６年４月からの時間外労働の上限規制を見据え、平成３０年の議員立法において時限措置として、「標準的な運賃」と「荷主
対策の深度化」の制度を創設

一方、新型コロナウイルスや原油価格高騰などの影響を受け、トラック事業者の経営状況はいっそう厳しさを増しており、荷待ち
時間の削減や適正な運賃の収受等により、労働条件を改善し、担い手を確保するための取組は道半ば

働き方改革の実現と安定的な輸送サービスを確保するため、「標準的な運賃」や「働きかけ」等の制度を継続的に運用することが
必要

改正の目的

法改正による対応
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令和５年７月末時点 令和５年８月末時点
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上記④及び⑤に掲げた適正な運賃収受・価格転嫁の円滑化やトラック法に基づく荷主企業等への要請の強化、情報
公開等の措置の具体的内容について、今年中に成案を得る。
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持続可能な物流の実現に向けた検討会 最終とりまとめ（概要）

62



「ホワイト物流」推進運動とは

深刻化が続くトラック運転者不足に対応し、国民生活や産業活動に必要な物流を安定的に確保するとともに、
経済の成長に寄与することを目的に、次の点に取組む運動。平成30年度から実施。
① トラック輸送の生産性の向上・物流の効率化
② 女性や60代以上の運転者等も働きやすいより「ホワイト」な労働環境の実現
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「ホワイト物流」推進運動の取組み事例
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自動車運送事業のための 「働きやすい職場認証制度」 の概要

65


